





























1頁，本山敦・後掲裁判例④の解説・月報司法書士 569 号（2019 年）42 頁参
照。
(393)








するが（民法 859 条 1 項），その権限の行使に当たっては，未成年被後見人
と親族関係にあるか否かを問わず，善良な管理者の注意をもって事務を処理








した場合に，…刑法 244 条 1 項を準用して刑法上の処罰を免れるものと解す

































(3) 裁判例①の解説として，本山敦・月報司法書士 494 号 74 頁がある。
未成年後見における財産管理面の義務についてのノート
(395)




















を差し引いた残額の 1／2である金 3099 万円余から，特別代理人によって成
立した遺産分割協議によりXが取得した価値相当額を差し引いた，2903 万
(4) 特別代理人が善管注意義務を負うこと及びその根拠条文についての通説に沿う


































(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё63
事審判官(5)による未成年後見人の後見監督が国家賠償法 1条 1項に基づき違




Cを未成年後見人とする審判がなされた（平成 20 年 2 月 4 日）後，翌 3月
にAが，自己への親権者指定及びCの解任申立てを行った(7)。当該手続の
中で，Aは，Cの 2度の破産歴や横領による借金返済充当の可能性等を主張
立証し，Cは，平成 20 年 6 月までの財産目録，収支状況報告書を提出した。
同年 7月には，Bの交通事故について自賠責保険金の支払いがC名義の口
座への振込みによりなされたが，Cは支払いがなかったとの虚偽の申述を繰
り返し，平成 21 年 9 月に至って，同年 1月から 6月までの収支状況報告書
と 6月末基準日の財産目録を提出した。これらの書類には，平成 20 年 7 月
から同年 12 月までの期間についての記載はなかった。平成 22 年 6 月になっ
て，家裁はCの預金取引推移の調査嘱託に対する銀行からの回答を得て，C
について，未成年後見人としての職務執行の停止の審判を，同年 9月に，解







(6) 裁判例②の解説又は評釈として，横田光平・自治研究 93 巻 3 号 134 頁，本山
敦・月報司法書士 515 号 72 頁がある。
(7) 裁判例②の事案における単独親権者死亡後の他方親と未成年後見人選任との関































(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё65
19 年 2 月当初から，このことを認識していたと認められる。…そして，…
平成 21 年 9 月 11 日，Cは，本件財産目録（平成 21 年 6 月末日を基準とす





い。…本件収支状況報告書には，平成 20 年 7 月 1 日からの収支が記載され
ていなければならない。ところが，…本件収支状況報告書には平成 20 年 7





判官は，…遅くとも平成 21 年 9 月 11 日の時点で，未成年後見人であるC
が原告の財産を横領している可能性を容易に認識し得たと認められるが，








合性原則違反による不法行為責任を認めた事例（東京高判平成 28 年 11 月








年 6 月 28 日消費者法ニュース 109 号 239 頁）はXの請求を認容し，控訴審
も，原判決を維持し，1213 万円の損害賠償請求を認めた。
　判決は，適合性原則に関する判例（最判平成 17 年 7 月 14 日民集 56 巻 6







































成 30 年 3 月 20 日金法 2112 号 67 頁）(8)
　事案は次のとおりである。Xの未成年後見人であるXの叔母Aは，Y生
命保険会社の従業員（保険外交員）であった。Aは，Xが 16 から 18 歳の
間に，Xを代理して，保険契約者と被保険者をX，死亡保険金の受取人を
Aとする生命保険契約をYとの間で 3件締結した(9)。Xがそれらの保険契
(8) 裁判例④の解説又は評釈として，常行要多・金法 2126 号 40 頁，合田篤子・私
法リマークス 60 号 10 頁，本山敦・月報司法書士 569 号 42 頁がある。












（民法 859 条 1 項参照），後見人の財産管理権の及ばない被後見人の財産，す
なわち後見人が許可をした未成年者の営業財産（民法 6条 1項，857 条，
823 条 1 項），処分を許可した財産（民法 5条 3項）及び後見人の管理に属






























判所昭和 42 年 4 月 18 日第三小法廷判決・民集 21 巻 3 号 671 頁参照），生命
保険契約における死亡保険金請求権は，保険契約者の払い込んだ保険料と等
価の関係に立つものではなく（最高裁判所平成 14 年 11 月 5 日第一小法廷判





















































の財産に及ぶ包括的なものである（民 859 条 1 項）。すなわち，裁判例④が
述べるとおり，未成年後見人の財産管理権限及び財産に関する法律行為の代
表権は，後見人が許可をした未成年者の営業財産（民 6条 1項，857 条，
823 条 1 項），処分を許可した財産（民 5条 3項）及び後見人の管理に属し




ついて準用されている（民 859 条 2 項）。
（2）未成年後見人が財産管理について負う義務
　広範で包括的な未成年後見人の権限への制約として，善管注意義務が定め





















































































(10) 前掲注 4・於保＝中川編・141 頁〔中川淳〕。
未成年後見における財産管理面の義務についてのノート
(409)











































































































法 2128 号 21 頁），合田・前掲注 8・13 頁においても利益相反に当たると解す
る可能性が示唆されている。
(15) 東京家庭裁判所立川支部А未成年後見人Q＆A（令和 2年 4月）Б12，13 頁。
未成年後見における財産管理面の義務についてのノート
(413)
(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё79
